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論 文 内 容 の 要 旨 
本論文の問題意識と研究目的は次の通りである。論文提出者  坂本氏の問題意識の根本
にあるのは、日本企業の職場における人材育成手法として OJT（On the Job Training）
の有効性が広く認められているが、それは多分にインフォーマルなものであり、運や個人
まかせになってしまっているのではないか、という疑問である。そこから形成された問題
意識は、OJT の実践に関する研究も希少である中、企業の若手従業員の成長に対して大き
な影響力を持つ職場の多様でインフォーマルな人間関係をマネジメントすることは可能な
のか、というものである。  
その問題意識に対して設定された研究目的は、人材育成に寄与し、キャリア初期の発達
に有効な、職場の多様でインフォーマルな人間関係が形成される組織的な要因やメカニズ
ムを探ること、である。ただし、その対象は組織全体の大がかりな制度等ではなく、近年
の経営管理論や人的資源管理論（以下、HRM）では必ずしも十分な関心が払われてこなく
なってきている職場レベルでのマネジメントに絞られている。また、論文タイトルにもあ
るとおり、長期にわたる個人のキャリア全体ではなく、キャリア初期に限定して着目され
ている。こうした問題意識と研究目的は第 1 章で述べられている。  
続いて、第 2 章から第 8 章までの内容は以下の通りである。  
 
第 2 章 関連する先行研究の検討  
第 2 章では、関連する先行研究の検討が行われている。本論文が着目する職場のインフ
ォーマルな人間関係に関連して、経営管理論あるいは HRM の諸研究において、本研究が
着目する個人を取りまく職場の様々な人間関係や、その人間関係とキャリア形成との関連
がどのように捉えられてきたのかを概観している。そして、その成果が本研究に対してど
のような点で意義を持つのか、あるいはどのような点において限界があるのかを示してい
る。具体的には、①HRM における職場の人間関係とキャリア形成に関する研究、②メン
タリング研究、③デベロップメンタル・ネットワーク（以下、DN）の研究という３つの
大きな流れに着目して検討がなされている。  
まず、①HRM における職場の人間関係とキャリア形成に関する研究については、ホー
ソン・リサーチ、垂直的交換関係モデル、Shein, E.D.の役割ネットワーク分析を検討して、
職場のインフォーマルな人間関係がホーソン・リサーチにおいてはマネジメントの対象と
されていたものの、経営管理論や HRM においてそれへの関心が徐々に薄れていき、キャ
リア形成との関連も探求されることがなくなっていったことが示される。その後、1980
年代以降に展開された垂直的交換関係の研究や Shein, E.D.の研究においても、キャリア
形成に関する貢献は多かったものの、そこにはマネジメントの視点が欠けていたことが指
摘されている。  
次に、②メンタリング研究においては、Kram, K.E.の研究を中心とする先行研究をレビ
ューした結果、直属上司以外にも視野を広げて、キャリア形成に機能する人間関係が研究
されてきたこと等が確認されている。その一方で、1 人のプロテジェに対して複数のメン
ターが存在するという 1 対多の関係性を捉えようとする視点に欠けていること、プロテジ
ェのキャリア形成に友好なメンタリング関係を組織としてどのように促進するかというマ
ネジメントの視点が十分ではないことも示されている。  
最後に、③DN の研究については、その貢献点として、メンタリング研究から発展して
きた DN 研究が、職場の多様な関係性を同時にみようという視点をあらためて提供した点
をあげる一方で、その限界として、DN の先行要因としてプロテジェ側の心理的な要因（性
格や発達）に偏重し、組織的な要因についての実証研究がほとんどない点を指摘している。
さらに、本研究と密接に関わることがらでもあるが、組織的要因である職務特性が DN の
形成に影響力を有する可能性が見いだされた点が強調されている。  
 
第 3 章 調査デザイン  
第 3 章では、第 4 章から第 7 章にかけて行う調査デザインが述べられている。先行研究
の検討結果をふまえて設定された調査の目的は、①キャリア初期の若手従業員の DN はど
のような特性（構造および機能）であるのか、②その DN の構築に対して先行要因（プロ
テジェ要因と職務特性）がどのように影響しているのか、③これら 2 つの要因の影響力は
どのように差異があるのか、の 3 点である。  
さらに、坂本氏が考えている理論構築の基本的思想や方法にも言及されている。それら
は、「グランド・セオリー」ではなく「中範囲の理論」を志向していること、仮説を少しず
つたたき上げて漸次的に理論化を進める「漸次構造化アプローチ」を用いること、それゆ
え、ある程度データが集まった段階でデータの分析を行い、その結果を次の段階の事例選
定やデータ収集方針に反映させていく「理論的サンプリング」を取り入れること、である。  
また、調査は仮説発見を目的とした探索的調査と、その仮説を検証するための検証的調
査の二段階から構成されること、トライアンギュレーション（方法論的複眼）の考え方に
従い、質的方法と量的方法を併用した多角的な分析を行うこと、も示されている。具体的
には、探索的調査では質的データの収集を目的とした質問紙調査とインタビュー調査が実
施され、発見事実をもとに仮説が構築される。検証的調査では、構築された仮説を検証す
るために、質問紙調査が実施され、量的データが統計的に分析される。  
最後に、造船業 A 社（修繕専業）および B 社（新造船と修繕兼業）が調査対象として選
定された理由として、広島県という同じ地域に所在し、かつ、その地域には官民一体とな
って設立された日本初の造船事業者による職業訓練校があることや、A 社と B 社が同規模
という類似点を持っていること等があげられている。  
 
第 4 章 造船業 A 社における探索的調査  
第 5 章 造船業 B 社における探索的調査  
第 4 章では、造船業 A 社における、第 5 章では造船業 B 社における探索的調査につい
て論じられている。ここでは両章をまとめて記すことにする。  
造船業 A 社の調査対象者は新規学卒若手従業員 24 名で、その内訳は、技能職（勤続 8
年目まで）が 17 人、監督職（勤続 5 年目まで）が 7 人である。データ収集の方法は、半
構造的インタビューと記述式を中心とする質問紙による調査であり、半構造的インタビュ
ーでは主に職務特性の把握を、記述式質問紙では DN の構造と機能の把握を目指している。
調査は、技能職に対して 2012 年 11 月に、その上司層に対する補完的インタビューが 2013
年 8 月に、そして、監督職に対しては 2014 年 11 月に行われた。  
造船業 B 社の調査対象者も新規学卒若手従業員 27 名で、その内訳は、技能職・新造船
担当（勤続 5 年目まで）11 人、技能職・修繕担当（勤続 6 年目まで）6 人、監督職（勤続
6 年目まで）4 人、設計職（勤続 5 年目まで）6 人である。データ収集方法は A 社のそれ
と同様である。調査が行われた時期は、技能職に対する調査が 2015 年 8 月と 9 月に、監
督職と設計職に対する調査が 2015 年 9 月に行われ、その後 2016 年 2 月に開かれた結果
報告会で得られた意見も分析や考察の対象とされている。  
A 社における探索的調査の結果見いだされた、プロテジェの発達と職務特性という 2 つ
の先行要因と DN の特性（構造・機能）との関係に関する知見は次のとおりである。①プ
ロテジェの発達が DN の構造特性に与えた影響は無いか、あったとしても小さく、しかも
職務特性の差異との相互作用の結果と考えられる。②プロセス変動性、タスク多様性、集
団的問題解決という 3 つの職務特性は、DN の構造特性（人数・強さ）に対して正の影響
を与える。③プロテジェの発達が DN の機能の多様性に対して与えた影響は無いか、あっ
たとしても職務特性の差異との相互作用の結果と考えられる。④プロセス変動性、タスク
多様性、集団的問題解決という 3 つの職務特性は、DN の機能の多様性に対して、DN の
構造特性を通じて間接的に影響を与える。  
A 社とは異なり新造船も行う B 社での探索的調査の結果、職務特性に関する概念は B
社で見られた 3 つに加えて、新たに「単独作業」が加えられ、4 つのカテゴリーに分類さ
れた。その上で、プロテジェの発達と職務特性という 2 つの先行要因と DN の特性（構造・
機能）との関係は以下のとおりであった。A 社で見いだされた知見①から④については、
B 社においてもそれらを支持する結果となった。ただし、知見②の職務特性が DN の構造
特性に及ぼす影響については、A 社の結果を支持するだけでなく、A 社では見られなかっ
た知見も得られた。それは B 社の新造船担当技能職には単独作業が多いことなど、A 社と
は異なる職務特性による可能性が示唆されている。  
なお、B 社調査では、サンプルが母集団に占める比率が低く、サンプルそのものが少な
い職種もあるため、第 6 章での仮説構築にあたっては、A 社の結果を主として、B 社の結
果を従として扱うこととされている。  
 
第 6 章 仮説の検討  
第 6 章では、A 社および B 社での探索的調査の結果から得られた発見事実をもとに、先
行研究の知見も加味して、次章で行う検証的調査で用いる仮説が検討されている。その際、
検証的調査では質問紙法による量的調査を実施することから生じる方法論的制約を考慮に
入れ、本論文の目的に合致する仮説が慎重に選び出されている。  
設定された仮説は 3 つのカテゴリーに分かれる 7 つの仮説である。まず、職務特性と
DN 特性に関する仮説のカテゴリーでは、仮説 1 から 3 が設定されている。  
【仮説 1】プロテジェの性格（外向性・開放性・協調性）は、DN の構造特性（人数・
多様性・強さ）それぞれに対して正の影響を与える。  
【仮説 2】タスク多様性・相互依存性という 2 つの職務特性は、DN の構造特性（大き
さ・強さ）に対して正の影響を与える。  
【仮説 3】DN の構造特性（人数・多様性・強さ）は、DN の機能特性の提供量および種
類の多様性それぞれに対して正の影響を与える。  
 次に、DN の機能特性が若手従業員の成長に与える影響を確認するための仮説のカテゴ
リーでは、仮説 4 と 5 が示されている。  
【仮説 4】DN の機能特性（提供量・多様性）は、プロテジェが認知する成長に対して
正の影響を与える。  
【仮説 5】DN の機能特性（提供量・多様性）は、キャリア・モチベーションに対して
正の影響を与える。  
最後に、職務特性が職務成果に与える影響を確認するための仮説として、仮説 6 と 7 が
設定されている。  
【仮説 6】タスク多様性は、若手従業員によって主観的に認知された職務のパフォーマ
ンス（工程・納期および品質）に対して正の影響を与える。  
【仮説 7】相互依存性は、若手従業員によって主観的に認知された職務のパフォーマン
ス（工程・納期および品質）に対して正の影響を与える。  
 
第 7 章 検証的調査  
第 7 章では、第 6 章で設定した仮説を検証するために、2016 年 6 月に A 社および B 社
の若手従業員 183 名を対象として実施された質問紙調査（有効回答率 77.0%）の結果が分
析されている。  
まず、DN の先行要因に関する仮説を検証するために、質問紙調査で得られたデータを
用いて相関分析およびパス解析が行われている。その結果、【仮説 1】については、外向性
ないし協調性が強い若手従業員ほど、つながりの強い DN を形成することが確認されたが、
開放性にはそれが見いだされず、【仮説 1】は一部が支持されている。次に、職務特性と
DN の構造特性との因果関係をみた結果、タスク多様性ないし相互依存性の高い職務に従
事する若手従業員ほど人数の多い DN を形成し、さらに相互依存性の高い職務に従事する
若手従業員ほどつながりの強い DN を形成していた。それゆえ、【仮説 2】は支持された。
続いて、DN の構造特性と機能特性の関係を見た結果、DN の人数が増すほど提供される
機能の量が増加し、DN のつながりが強くなるほど提供される機能の種類が増す一方、DN
の範囲（構造的な多様性）が広がったとしても、提供される機能の量や種類の多様性が増
すわけでは無いことが確認された。よって【仮説 3】の一部が支持された。  
次に、DN の機能特性が若手従業員の成長に与える影響を確認するために重回帰分析が
行われている。その結果、まず、DN で提供された機能の量が多いほど、若手従業員の成
長実感を有意に高めるが、DN で提供された機能の多様性は、成長実感に対して有意な影
響を有していなかった。よって【仮説 4】の一部が支持された。続いて、DN の機能特性
（提供量・多様性）は、キャリア形成に対するモチベーションに有意な影響を有していな
かった。よって【仮説 5】は支持されなかった。  
さらに、職務特性が職務成果（工程・納期および品質）に与える影響を確認するために
重回帰分析が行われた。その結果、職務特性のうち相互依存性のみが、成果変数の中の品
質に対してのみ有意に正の影響を及ぼすことが分かった。よって、【仮説 6】は支持されず、
【仮説 7】の一部のみが支持された。  
 
第 8 章 本論文の含意と今後の課題  
第 8 章では、本論文の結論とそれが含意する意義が述べられている。  
まず、本論文の主たる結論は、DN の形成に影響を及ぼす要因は数多くあると認識した
うえで、組織的要因であり職場レベルでのマネジメント可能性の高い職務特性が、DN の
形成に一定の影響力を有している、というものである。加えて、職務設計を通じて DN の
マネジメントを行うことに意義があることを示したことも、結論としてあげられている。 
続いて、学術的含意として、DN 研究における学術的含意と HRM 研究におけるそれが
示されている。まず、DN 研究における第 1 の含意は、職務特性という組織的要因が DN
の特性（構造・機能の両面）に対してプロテジェ要因よりも大きい影響力を及ぼしている
ことを示したことにより、心理学的視点に偏りがちであった DN 研究に、マネジメント的
な研究として展開する道筋を提供したことである。第 2 の含意として、DN の機能が若手
従業員の実感やキャリア結果に対してどのように影響するかを示したことは、DN 研究を
HRM として探求するための１つのフレームワークを提供したことがあげられている。  
次に、HRM 研究における含意は、日本の製造企業の作業現場で、生産性向上を目的に
導入されてきたチームワーク  ―  それは相互依存性やタスク多様性を持つものである―  
が、意図せざる結果として、職場のインフォーマルな OJT を通じた人材育成にも同時に
貢献していた可能性を示したことである。これは、DN の形成に影響を与える職務特性が
チームワークの中にも見いだされることから導かれている。  
さらに、実践的含意として 2 点あげられている。ひとつは、キャリア初期の若手従業員
の育成に有効な職場の人間関係を、運ないし個人まかせの状態からマネジメントの対象と
して捉えることが期待できることである。もうひとつは、若手従業員の成長実感やキャリ
ア結果に対する影響、および職務成果に対する影響の可能性を示唆したことによって、企
業での DN のマネジメントを後押しする材料を提供したことである。  
 最後に今後の課題が提示されている。まず、本研究では職務特性と DN 特性との関係を
示す隠れた要因の１つの候補と考えられた、上司の部下に対する関わり方を検討すること
である。これは、職務特性と DN の特性に関する共分散構造分析（再分析）の結果、DN
の人数および DN の強さの誤差間に強い相関が認められたことに由来する。次に、理論的
サンプリングによる調査の継続を行うことである。なぜなら、本研究は一地域に所在する
中堅造船企業 2 社の若手従業員を対象とした調査結果に基づいており、一般化の範囲は限
られているためである。今後の方向性として、大手造船企業と他地域の中手造船企業が提
示されている。最後の課題は、中長期的に経時的な視点で本研究のフォロー行うことであ
る。その際、プロテジェの発達が DN の変化に与える影響、中長期的なキャリア結果に対
するキャリア初期の DN の影響、キャリア中期の DN がその人物のキャリア結果に与える
影響、に着目すべきとされている。  
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 本研究科が定める「社会学研究科学位論文審査基準について」（2013 年 5 月 22 日）中
の〔学位論文（博士）審査基準〕（以下、「審査基準」）には次の 5 項目が定められている。  
(1) 研究テーマが明確であり、社会的意義が認められるか。  
(2) テーマに基づいて、適切な問題を設定し、一貫した論理展開がされているか。  
(3) 研究目的にふさわしい分析手法が用いられ、資料やデータの解釈は適切かつ厳密か。  
(4) 先行研究や関連した研究を十分に調査し、的確に考察されているか。  
(5) 研究テーマの分析内容、結論において、独自の知見など独創的な観点があるか。  
この「審査基準」に基づいた、本論文に対するわれわれ審査委員の評価結果は次の通り
である。  
 
(1) 研究テーマが明確であり、社会的意義が認められるか。  
 本論文の問題意識と研究目的は、上述した通りであるが、簡潔に繰り返すと、企業の若
手従業員の成長、特に初期のキャリア形成に影響力を持つ職場の多様でインフォーマルな
人間関係のマネジメントは可能なのか、という問題意識のもと、この多様でインフォーマ
ルな人間関係の形成に関わる組織的な要因やそのメカニズムを探求しようとするものであ
る。換言すれば、DN のマネジメントの可能性を探ろう、というものであり、きわめて明
確な研究テーマである。  
この研究テーマは、特に以下の 2 点において学術的、社会的意義が認められる。第 1 に、
職場のインフォーマルな人間関係をマネジメントの対象とするべく、その関係性を解き明
かそうとしている点である。日本の職場における人材育成手法として OJT の有効性は広く
認められており、それは、一般に、職場で実務を通じて上司や先輩社員が部下に行う指導
や教育訓練と言われている。しかし、さらに深く踏み込み、その指導や教育訓練を類型化
したり、その構成要素や必須の要件を解明したりすることは、十分になされているとは言
い難い。それゆえ、このことが解明されれば、学術的のみならず実務的にも大きな貢献が
期待できることから、本研究テーマは学術的、社会的な意義があると考えられる。  
第 2 に、個人と組織の両面からキャリア形成支援の問題を扱うことの必要性を訴えてい
る点である。今日、キャリア形成支援の必要性が謳われているが、ともすれば個人の側面
が強調されすぎるきらいがある。しかし、「働く個人のキャリアは、孤独の中ではなく、仕
事を共にする多様な人々との関係性の中で形成される」（35 ページ）と坂本氏自身も述べ
ているように、仕事は協働を通じて成し遂げられるものである以上、たとえキャリアは個
人のものであっても、その形成支援は個人の側面からのみならず、組織の側面からもなさ
れるべきものである。こうしたキャリア形成支援のあり方を追究することの学術的意義は
もちろん、ますます少子高齢化が進む社会での働き方を考えなければならないわれわれに
与えてくれる、その研究成果の社会的意義はさらに大きいと言える。  
 
(2) テーマに基づいて、適切な問題を設定し、一貫した論理展開がされているか。  
 「１ 論文内容の要旨」において第 1 章の内容を見てきたとおり、明確な問題意識のも
とに研究目的をはっきりと示し、何をするためにこの研究を行っているのかが非常に明快
である。論文構成も、先行研究の検討、調査デザインの提示、探索的調査、検証的調査、
結果に基づく含意と今後の課題の提示、と平明であり、よどみなく読み進めることができ
る。さらに、「繰り返しになるが、（中略）DN のマネジメントの可能性を探ることが本論
文全体の目的である」（48 ページ）といった記述が何カ所かに見られるように、「何のため
に今、この検討や分析を行っているのか」を確認しながら議論が展開されており、議論の
軸がぶれることなく、その論理展開には一貫性が認められる。  
 
(3) 研究目的にふさわしい分析手法が用いられ、資料やデータの解釈は適切かつ厳密か。  
 分析手法は「第 3 章 調査デザイン」で詳細に触れたとおり、適切に選択されており、
また、データの解釈については第 4 章以下で言及してきたとおり、謙虚で緻密な議論が展
開されている。  
再度の確認となるが、本研究では理論構築の基本思想として「中範囲の理論」が志向さ
れ、「理論的サンプリング」を取り入れた「漸次構造化アプローチ」が用いられている。そ
うした考え方を基礎として、探索的調査に基づく仮説の生成、検証的調査による仮説の検
証、検証結果を踏まえた慎重かつ緻密な議論から導出された学術的・実践的含意と今後の
課題の提示、という研究全体の流れがよどみなく展開されている。このような研究全体を
貫く、滞りのない論理の流れは、その分析手法の選択やデータの解釈が妥当かつ適切であ
るが故のものと評価できる。後述するように、分析手法に対しては、われわれ審査委員の
中から若干の疑問も呈されたが、それは致命的なものという結論には至らなかった。した
がって、分析手法や資料、データの解釈は適切になされていると判断できる。  
 
(4) 先行研究や関連した研究を十分に調査し、的確に考察されているか。  
 先行研究の渉猟は十分になされ、先述したとおり、その検討は第 2 章で行われている。
単に先行研究の内容を再確認するのではなく、本研究への含意を明確に示すとともに、当
該研究の限界点も明らかにすることで、脈々とつながる先行研究の流れの中で本研究がど
のように位置づけられるかを意識した考察がなされている。  
先行研究をどこまでレビューするかの線引きは難しいところではあるが、DN のマネジ
メントの可能性を探ろうとしているのなら、検討対象とした HRM の研究の中に OJT を中
心とした生産現場での人材育成の研究への言及があればさらによかったのではないかとも
思われる。しかし、これへの言及を外していることは、本研究が対象とする領域を精確に
把握し、その限定された範囲の中で緻密な議論を展開するためであるとも言える。それゆ
え、このことによって、本研究における先行研究の調査、考察が不十分であるという評価
に至るわけではなく、結論として、先行研究の的確な調査、考察がなされていると評価で
きる。  
 
(5) 研究テーマの分析内容、結論において、独自の知見など独創的な観点があるか。  
 本研究の結論は、先述したとおり、組織的要因であり職場レベルでのマネジメント可能
性の高い職務特性が、DN の形成に一定の影響力を有している、というものである。これ
は、DN のマネジメント可能性を探る、という研究目的に対する明快な答えとなっている。
このことは運や個人まかせと考えられがちであった OJT やキャリア初期におけるキャリ
ア形成支援を、職務特性に着目することで意識的に管理することができる可能性を示して
いる。これはきわめて独創的な新しい知見である。また、心理学的視点に重点が置かれた
メンタリング研究、DN 研究と HRM 研究の融合を図ろうとする挑戦も、坂本氏独自の取
り組みだと評価できる。  
 本研究は、(3)でも触れたとおり、適切な手法を用いて誠実かつ丁寧に進められた研究で、
奇をてらうような分析や表現もなく、地に足が着き落ち着いた論調で議論が展開されてい
る。それゆえ、随所に独自な観点が見られるというわけではないが、上述した点は、本研
究に独創性があると評価するに足るものと結論づけた。  
 
「審査基準」に照らした評価結果は以上の通りであるが、その中でも少し触れた以外に
も、審査の過程で、やや惜しまれる点や改善を検討すべきではないかという点も指摘され
たので、次にそれらについて記載しておく。  
まず、概念や用語の正確さについてである。例えば、フォーマルとインフォーマルに関
して、直属上司と部下との関係性をフォーマル、直属上司以外の多様な人物との関係性を
インフォーマルととらえる一方で、直属上司による心配りや職場外でのつきあいもインフ
ォーマルとして扱われており、フォーマル、インフォーマルが多義的に用いられている部
分があると思われる。  
また、メンタリングは機能なのか、制度なのか、についても記述の上では曖昧さが残っ
ている。実務においては、「ブラザー・シスター制度」や「エルダー制度」といった名称で
既にメンタリングが制度化されているが、制度化されたメンタリングと自然発生的なメン
タリングは同じものなのか、さらには効果の違いがあるのかといった疑問が生じた。口頭
試問での質疑応答を通じて、坂本氏は「機能が提供されているかどうかが重要であり、制
度はそれを促す土台である」と考えていることが分かったが、こうした点も明確に記述さ
れていれば、より説得的な議論が展開できたと考えられる  
さらに、調査方法についても、2 点あげておきたい。第 1 に、質的データの分析に関す
るものである。質的データの分析において、「M-GTA（修正版グラウンディド・セオリー・
アプローチ）に準ずる方法」が用いられている点が惜しまれる。「M-GTA に準ずる方法」
が普及しつつあるが、正当な M-GTA の手法を用いて「収束」に至るまで分析を行い、「概
念名一覧」だけでなく、「結果図」を示すことによって、より明確にみえてくるものがあ
ったとも考えられるのではないだろうか。  
第 2 に、統計分析に関するものである。DN 機能特性（提供量、多様性）の 2 変数を説
明変数とし、主観的キャリア結果を被説明変数とする重回帰分析は、【仮説 4】【仮説 5】
を検証するために用いざるを得なかったものと思われるが、やや無理があるのではないだ
ろうか。追加の分析にはパス解析を用いているが、重回帰分析においても他の説明変数を
投入することによって、主観的キャリア結果との間に、一定の関係性を見いだせたのでは
ないかとも考えられる。  
 口頭試問の際には、ここで記載した、やや惜しまれる点や改善を検討すべきではないか
という点を中心に質疑応答が行われたことを付記しておく。しかし、これらは本研究が独
創的で新たなテーマに果敢に挑んだが故の難点であり、同時に、今後の研究の更なる発展
を期待しての指摘でもある。  
 
以上、いくつかの課題も指摘したが、「審査基準」に則り総合的に判断した結果、本論
文は学術的に一定以上の水準に達しているとともに坂本氏は研究者として必要な力量を持
っているものと、われわれ審査委員は結論づけた。  
よって、本論文は博士論文として価値あるものと認める。  
 
